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わが国鋳物工業の生産構造
宮　下　史　明
はじめに
　今日の企業を取巻く環境は以前と比較にならないほど厳しいものがある。す
なわち一方では原料資源の不足の問題があり，他方では公害問題がある。企業
としてはこれらの諸問題を解決することなしには自由に生産活動を行ないえな
いのである。この間題に対する取り組み方は業種によりまた企業によって様々
であるが，その中で注目すべきものは資源の再循環方式ないしはクローズド・
システムである。これは産業廃棄物を再び生産の原料として用いることにより，
資源不足と公害間題を一挙に解決しようとするものである。しかしこの一見新
しそうに見える考えも決して新しいものではない。それは極めて興味あること
にわが国の伝統産業の中でも最も古いものの一つであり，かつ近代化が遅れて
いると言われている鋳物工業によって千年以上も前から行われてきたのである。
　鋳物工業の原料は言うまでもなく銑鉄や青銅などの金属である。これらの原
料は稀少性があり，かつ金属製品は溶解すれば元の地金に戻るという秀れた長
所があるので，この産業の成立時から資源は再循環して用いられてきたのであ
る。これは鉄鉱石を原料として新たな鉄鋼を生産する製鉄業と異杜り・鋳物工
業の一つの大きた特色であると言える。したがってスクラップは何度も回収さ
れて使用されてきたので，そこには廃棄された製品をどう処理するかという公
害問題は発生してこなかった。現在でも鋳物生産に新しい高炉銑（鋳物銑）を
用いる割合は30％位である。つまり残りの約70劣はスクラップを用いているの
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である。鋳物工業の原料および製品の再循環システムを図示したのが第1図で
ある。
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第1図　銑鉄鋳物工業の再循環モデル
　この図はまた今日のわが国の鋳物工業の生産構造を示している。それは鋳物
メーカーの大都分が機械メーカーの部品製造という下請的状態におかれている
ことを示している。鋳物工業がわが国において千年以上も継続しえた原因は，
原料資源の再循環システムを採用してきた伽こ，他の加工方法では不可能な形
状のものや大きいものから小さいものまで容易に製造しうるといったような鋳
物という生産方法が持つすぐれた性質があるためである。鋳物工業は機械工業
の成長とともに順調に発展してきたが，今日では労働力の不足や公害問題に直
面しており，その前途は決して容易ではない。本稿ではこの特殊な生産方法を
採用しているわが国の鋳物工業の溝造的特質を明らかにしたい。
　鋳物工業ぱ極めて多様性に富んだ産業である。鋳物はその材質や製造方法の
相違によって，銑鉄鋳物・鋳鋼鋳物・可鍛鋳鉄鋳物・銅合金鋳物・軽合金鋳物
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・ダイカストなどに分類される。この内軽合金鋳物とダイカストは近年その生
産が飛躍的に増大してきたが，これらの中で古くからまた最も多く用いられて
いるのは銑鉄鋳物である。それは価格が安価であるという点以外に鋳造性・加
工性・耐摩耗性・耐腐食性にすぐれ，また強度が広範囲に調節でき，剛性が大
きいなどの秀れた点が多いからである。そこで本論ではこの内最も重要であり．
かつ事業所数も最も多い銑鉄鋳物工業に隈定したい。
　銑鉄鋳物工業はどの位の数の企業によって行なわれているのであろうから鋳■
物企業は極めて零細なものが多くその正確な数を知ることは困難であ乱昭和1
45年の工業セソサスによれば3，373事業所となっている。これには120の鋳鉄
管製造事業所と173の可鍛鋳鉄製造事業所が含まれているので，いわゆる銑鉄
鋳物製造事業所は3，080である。これら鋳鉄管と可鍛鋳鉄工場は普通の鋳物工
場とは若干性格が異なるので，これらを除外して考えた方がよいであろう。こ
の約3，OOOの事業所中の33．脇の1，041工場は従業者9人以下の零細な事業所
であり，さらに31．9％の983事業所は従業者10～19人の小規模の事業所なので
ある。このように多数の鋳物事業所はその大部分は零細なものであり，従業者
300人以上のいわゆる大企業は18しかないのである。鋳物工業の零細性は資本
金の面にも現われている。すなわちこれら事業所の中のか恋りの部分が法人組
織にもなっておらず，個人経営である。同センサスによれば従業者3人以下の
事業所を除いた2，904事業所の中で個人経営は22－6％もある。法人組織になっ
ているものの中で資本金100万円未満のものは15．4％，100万円以上～200万円
未満のものは19・0％，200万円以上～500万円未満のものは20．5劣となってお
り，5，000万円以上の犬企業は1．6％を占めるにすぎない。このように鋳物工業
とは極めて零細な企業の集団なのである。
　この零細性はいつ頃より始童ったのであろうか。昭和25年より5年毎の工業
セソサスによって作成したのが第1表である。これを見ると昭和25年において
も従業者4～9人の工場が34，3％，10～19人の工場が38．1劣と零細性は極めて
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第1表　銑鉄鋳物製造業の規模別推移
昭和25年　　昭和30年昭和35年 昭和・・年1昭和・・年
総　　　計 1912 2088 2624 2640　　　　　2904
従業者数 ％ ％ ％ ％ ％
4～　9人 656（34．3）583（27．9）401（15．3）694（26．3）794（27．3）
10～　19 728（38．1）813（38．9）886（33．8）855（32．4）982（33．8）
20～　29 273（14．3）337（16．1）528（20．1）463（17．5）404（13．9）
30～　49 156（8．2） 221（10．6）455（1713）333（12．6）357（12．3）
50～　99 71（3．7） 92（4．4） 235（8．9） 196（7．4） 225（7．8）
100～199 16（0，8） 23（1．1） 78（3．0） 66（2．5） 96（3．3）
200～299／・（α・） 9（O．4） 16（O．6） 15（O．6） 20（O．7）
300～499 5（O．2） 9（O．3） 11（O．4） 14（O．5）
500～999／・（…） 3（O．1） 11（O．4） 4（0．2） 6（O．2）
1000～ 2（O．0） 5（O．2） 3（O．1） 6（O．2）
高い。昭和25年から昭和45年にかけて工場数はかなり増加しているが，零細性
は殆ど改善されていないと言っても遇言ではない。この統計は従業者3人以下
の工場を除外しているので，それらを含めるとさらに零細性は高まるであろう。
このように戦後20年間の鋳物工場の規模別推移を見ると，競争によって零細な
ものが淘汰され，中・大規模の企業のみが生き残るということはなさそうであ
る。つまり淘汰される零細な企業がかなりの数ある一方，それ以上の数の新し
い零細企業がこの産業分野にエソトリーしてくるのである。かくして零細性は
一向に解消されないのである。鋳物工業は本質的に中小企業に向いた産業なの
であろうか。
　この零細性と共に指摘しておかねぱたらたいことは企業の形態である。それ
はこれら約3，000の事業所には大きく専業メーカー・兼業メーカー・一貫メー
カーの三つのグループの企業が含まれていることである。専業とは言うまでも
なく鋳物の生産のみを行なっている企業である。兼業メーカーとは銑鉄鋳物以
外に他の種類の鋳物や一般機械製品などを生産販売している企業で，銑鉄鋳物
の自己消費が50％以下を言う。これに対して一貫メーカーとは一般機械製品を
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主として生産しており，その素材として鋳物を生産し自己消費の割合が50劣以
上のものを言う。従って一貫メーカーこは自動車メーカーや産業機械メーカー
などの大企業が含まれ，大規模なものが多いがこれら企業で直接鋳物生産に当
っている労働者の数は実際にはもっと少なく，多くてもせいぜい300人どまり
である。
　これら各グループの割合はどの位であろうか。最近の資料がないので昭和38
年末に通産省重工業局の行次った実態調査の結果を用いたい。1）これはわが国
の鋳物工業についての最初の大規模な調査であり，これ以後これほど大規模な
調査は行なわれていないのである。数字は若干古くなっているが，それでも全
体の傾向を知るには一向差し支えないのである。解答のあった約3，000の事業
所の中で専業メーカーは68．8劣，兼業メーカーは17．1％，一貫メーカーは14．1
％を占めている。昭和43年の数字でも専業メーカーは75．9％，兼業メーカーは
16．3劣，一貫メーカーは又2％となっている。2）このように専業メーカーが事業
所の数では70％位を占めているが，生産量では43・8劣と規模の小ささを示して
いる。兼業メーカーおよび一貫メーカーは事業所数では少ないが，生産量は共
に2＆1％を占め，特に一貫メーカーの規模の大きさを示している。このように
鋳物工業は多数の小規模の専業メーカーとごく少数の大規模な一貫メーカー，
それに小・中規模の少数の兼業メーカーこよって行なわれているのである。昭
和38年と昭和今5年の数字を比較して分かるように・一貫メーカーの数は相対的
に低下している。これは自動車メーカーや産業機械メーカーなどの犬企業で鋳
物を必要とする企業はすでにこの業界に進出しており，今後この分野に新たに
進出してくる一貫メーカーは少ないことを意味するものである。
　これら専業・兼業・一貫の各メーカー，零細な企業と大規模な企業が共存し
うるのはそれぞれ専門の製品分野をもっているからである。それを明らかにす
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第2表鋳物製晶別生産量の推移
（単位トソ）
産業穣械器具用
土木建設・鉱山機械用
金属工作・加工機械用
繊維機械器具用
農機具・漁具用
電気・通信機器用
自　動　　章　　用
産業車範・自転章用
鉄　　　道　　　用
港湾・船舶用
日　　用　　品　　用
そ　　　の　　　他
　　　計
ロ　　ー　　ル　　用
鋳型・鋳型定盤用
合　　　　計
昭和30年
／榊
97．821
28．832
35，903
59，360
50．281
60．609
112，231
1，711，016
52．905
160，630
昭和35年
767，534
　145．258
　49．067
　94．345
　151．886
　12．995
　22．823
　73．445
　82．504
　130．824
1，530，681
83．235
374，209
1・・蝸・1・・酪…
昭和40年
　630．680
　21．568
　34．453
　94．407
　48．045
　82．530
　230．360
　13．735
　19．914
　61．833
　87．540
　14工，464
，466，529
65．992
541，’664
2，074，185
昭和42年
　950．210
　45．414
　103．351
　113．309
　62．450
　116．918
　539．387
　26．390
　20．494
　112．564
　84．505
　185．944
2，360，891
116．563
87暮，124
圓召和47年
　870．435
　65，坐2
　147．836
　85．824
　41．421
　137．245
1，089’330
　54．152
　124．963
　84．536
　208．591
2，909，796
94．823
964，847
・，・舳・1乱・・乳…
るためには鋳物工業の需要構造を見る必要がある。第2表に見る通り産業機械
器具用が圧倒的に多いが，自動車産業の発展に伴い自動車用が近年飛躍的に増
夫してきた結果，昭和47年の統計では第1位にラソクされるに至った。3）それ
に鉄鋼業の成長を反映して鋳型・鋳型定盤用の伸びも薯しい。これに対してか
つて銑鉄鋳物の中心であった日用品用ぱ繊維機械器具用と共にその生産ぱ増カロ
せず，むしろそれらの地位は相対的に低下しているのである。日用品鋳物と機
械鋳物の比率は第一次犬戦を境に逆転し，日用品鋳物の比率はその後ずっと低
下しているのである。日用品鋳物は鍋・釜・ストーブ・鉄瓶などのように，そ
れ自体で最終需要に向げられる完成品であるのに対して，機械鋳物は機械の部
品が大都分なのである。その結果鋳物工場は独立性が弱められ，大規模な機械
メーカーの下請的状態におかれるようになったのである。
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　鋳物工業はこのように産業機械・工作機械・電気製品・自動車など多種多様
な分野に不可欠の部品の生産に従事しているのである。換言すればこれら諸産
業の生産活動は鋳物工業が存在しなければ不可能であると言っても過言ではた
い。注文さえあれぱ鋳物メーカーはこれら全ての分野へ鋳物製品を提供するこ
とも可能であるが，鋳物メーカーの規模や形態，技術水準次どによってある得
意な製品分野をもっているのである。規模別特化状況表はこの状況を明瞭に示
第3表　規模別特化状況表
　品種別規模別
???．????? ??? ﹈＝???????????????????? ???????????
9人以下 O◎ △ X ◎ X △ △ X △ X △ ◎
10’19 ◎ ○ X X OX △ △ X △ △ △ ◎
20．・29 ◎ ○ X X OX △ △ X △ OX ◎
30－49 O△ △ X ◎ X △ ○ X ◎ △ X ◎
????
50一一g9 O◎ ○ X OX ◎ O X △ X X ◎
1皿0－199△ ○ ○ X OX ◎ ○ ○ ◎ X △ ◎
2皿0一一299 △ X × X X △ ◎ ◎ ◎ X X X ◎
300一一499 ◎ X X X ◎ ◎ X X △ X X △ X
9人以下 ○ ◎ ◎ X OX ◎ X X X △ ◎ △
10…19 ○ ◎ △ x OX OX X △ OO x
20一・29 ◎ ◎ ◎ X △ X △ ○ x △ ◎ X ○
30一・49 O◎ △ ◎ X X O○ X ◎ O△ ○
50－99 △ ○ △ ○ ○ △ O○ △ △ × △ X
?????
100山199△ X ◎ ◎ X ◎ △ △ △ X ◎ X △
200山299△ X ○ X X ◎ X △ X X X X x
300｝499△ X ◎ X X X △ X ◎ X X X X
500－1000X X ◎ ◎ X ◎ X × X X X x X
10田o人以土 ◎ ◎ X X △ × X △ X X X X X
9人以下 X X X X X X △ X X X X ◎ X
10一・19 ○ ◎ △ X ◎ X ◎ X x x X △ X
20山29 ◎ ◎ ○ X ◎ X ◎ X X ◎ X ◎ X
30－49 ○ x ◎ X ◎ x X X X X ○ ◎ X
50…99 ○ △ OX ◎ x ◎ X X ○ X △ X
100－199O◎ ○ X ◎ X x △ X ◎ X ◎ X
貢 200山299OO ○ X ◎ X OX X X ◎ ◎ x
300’｛99△ x ◎ X ◎ x ◎ △ X X X ◎ ◎
500－1000○ X ◎ X ◎ X X X X X ◎ ◎ X
1000人以上△ △ △ ○ X O△ O◎ x △ ◎ X
◎特化係数が150以上
○　　　　　　〃　　　　1OO一一150
△　　　　　　’甘　　　　50一一100
×　　　。　　50以下
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している。4）すなわち日用品用は規模の大小に拘らず専業メーカーの独自の分
野であ私専業メーカーはこの他に産業機械用，土建鉱山機械用，繊維機械用，
農機具用などに特化していると言える。これに対して兼業メーカーは土建鉱山
機械用，金属加工機械用，ロール用，鋳型用などに特化してい飢一貫メーカー
は繊維機械用，港湾船舶用，農機具用，土建鉱山機械用，金属加工機械用など
に特化しているのである。鋳物の最大の需要分野である自動車用は，一貫メー
カーの従業者1，000人以上の企業と兼業メーカーの従業者300～499人の企業，
それに専業メーカーの従業者200～299人の企業という大規模企業が中心である
ことが著しい特色である。これは高品質を要求されしかも生産ロットが大きい
ためであろう。電気機械用は専業メーカーでも従業者200～299人の企業に特化
している。また鉄道用は兼業および一貫メーカーこよって生産されているが，
産業車両用は専業メーカーの中規模な企業によっても生産されているのが特色
である。このように企業形態や規模の異なる極めて多数の鋳物メーカーが共存
しうるのは，その製品分野がある程度専門化たいし分化していることに他なら
ない。しかし日用品用を除く他の鋳物は全て機械部品や鋳型・ロールなど消費
考に直接関係ないものぱかりである。ここに現在の鋳物工業の宿命がある。す
たわち独自の最終製品を持たないため，鋳物生産は機械工業生産の変動の影響
をまともに受けるのである。しかも機械工業生産の景気変動の振幅は近年縮小
する傾向が見られるのに対して，鋳物生産の振幅は依然として大きいままであ
る。
　このような鋳物工業の生産および需要構造・企業の塞多多性はいつ頃より生じ
たのであろうか。昭和38年の調査によれば，専業メーカーの33．6％がユO～19年
前に創業し，198％が20～29年前に創業している。明治年間に創業した企業は
約5％あり，明治以前から継続している企業が1．2％も存在するのである。こ
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第4表　銑鉄鋳物事業所の創業開始年代
（昭和38年現在）
美義1・一・年1・一・・年1・・一・・年・・一・・年」・・一・・年貰0至合計
・・㌧・㌧・㌧・・％・1・「α・％・％肌・％
（昭和6年現在）
昭和6 昭和3 大正ユ2 大正7～昭和4年～大正13年 大正2～大正8年 明治41～大正3年 ～明治42年 ～明治37年
％ ％ ％ ％ ％
9．O
％
17，6 25．6 15．8 7．5 5．3
明治36 明治26 明治16
～明治27年～明治17年 ～明治1年明治以前 不　　詳 合　　計
％ ％ ％ ％ ％
5．1
％
3．O 4．3 4．2 2．4 100．O
れに対して5年未満の企業が10．2％，5～9年の企業が11．9％と非常に新しい
企業の数が多い。戦前の状況をさらに詳しく分析するために昭和6年の資料を
引用したい。5）当時の鋳物工場数は1，174であってその中の947が銑鉄鋳物工場
であり，可鍛鋳鉄工場40，鋳鋼工場25，その他162となっている。この947の銑
鉄鋳物工場の創業年代を示したのが第4表である。この表より特に犬正8年～
12年にかげて25．6劣の企業が創業したことが分かる。次いで大正13年～昭和3
年の時期に1Z6％，大正3年～7年の時期に15．8％とこの時期に集中的に創業
している。これは第1次大戦前後にわが国の工業化が急速に進展したからであ
る。明治年問には各時期とも創業した企業数は大正年間と比較して少ないが，
明治初年から末年にかげて緩い増加傾向がみとめられる。また明治以前からの
企業の割合も昭和38年と比較するとかなり高くたっている。また昭和6年前後
は不況期であったため創業する企業数の滅少がみとめられるが，それでも昭和
5年～6年頃は1年に20～30の新しい工場が生まれている。先述したように鋳
物企業の規模は非常に小さい。設備と言えば土間に溶解設傭としてコシキと仕
上用のグライソダーがあれぼよい方なので，鋳物職人が独立することも容易で
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あ私零細な下請的な状態にあるので不景気の場合には倒産する。このように
好況時に職人が独立し，不況時には倒産してまた職人に戻るというケースもか
なりある。従って創業以来100年以上という長命の企業も若干存在するのに対
して非常に短命な企業もまた多いのである。鋳物メーカーの平均寿命はどの位
であろうか。これを示すデーターはないが，伝統産地の一つである桑名の例で
は明治初年の10年間に8工場が閉鎖したのに対し新設が24もあり，合せて69工
場となり，第二次大戦の終戦時には39工場に減少した。また近くの四日市では
明治年間より戦前までに創業した26工場の中で昭和40年頃まで続いたものがわ
ずかに23％の6工場にすぎず，戦後に出来た29工場中62％の18工場が残ってい
るに遇ぎない。これは桑名が伝統産地の一つであり，目用品という特摩品であ
りかつ最終消費財を生産していたのに対して，四日市は他の産地同様に機械鋳
物中心であったため景気変動の波を直接受げたのである。このように機械鋳物
中心の場合には鋳物企業は一般に短命なものが多い。これは資本不足や経営技
術の未熟さなどがその失敗の原困として挙げられるが，根本的にはやはり過当
競争に帰因するものである。それ故100年以上続いた企業の中には大工業地帯
から離れた競争の比較的少ない地域に立地しているものが多いのである。第4
表の二つの統計より昭和38年現在，創業以来50年以上経遇した事業所の数は昭
和6年の統計の事業所数の約64％に減少している。また大正4年から昭和6年
までに創業した事業所数も昭和38年には約6螂に減少している。これらの統計
がとられるまでに倒産した事業所も含めれば5割位の事業所しか残存していな
いと言えよう。
4
　鋳物生産は自動車部品のような生産数量が多いものは別として，一般に多種
少量生産である。本来この産業は犬量生産に向く生産方法を採用しているにも
かかわらず，大量生産を行なっているのは自動車メーカーなどの大手一貴メー
　12？2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　149
カーだけなのである。したがってそこでは従業員一人当りの生産性はかなり高
いのである。それに対して専業メーカーぽ多種少量生産を強いられ，機械化も
殆ど進まず音ながらの非近代的な生産を行なっているのである。そのため好況
時には低賃金を武器にして職人層が新たに独立してくることが可能であり，ま
たそれを阻止するようた要因もなく，過当競争状態が今後も続くであろう。鋳
物業は儲かると言われているが，それはコストに占める人件費の割合が他の機
械産業に比較して高く，付加価値創造も高いからである。しかしそれは好況時
のことであって，不況時にはコストを低下させるためには人件費を切り詰める
以外にはなく，そのため家族労働を中心とした零細な企業が存在しうるのであ
る。また岩手県の水沢のように農家の副業的な労働力に依存している所もある
のである。
　筆者は江戸時代以前から特権的産業としての鋳物業が明治時代以降の機械鋳
物中心の今日の鋳物業の母体となりえたかについて全国各地の産地の比較研究
を行なって来た。その緒果今日までに得た結論は次のようである。すなわち明
治維新を挾んで鋳物工業には幾つかの大きな変化があった。その一つは近世に
おいては御鋳物師と呼ばれた特定の株仲間の成員の家以外には鋳物業を営むこ
とが許されていなかったものが，明治蒔代に入ると誰にでも自由に営業するこ
とができるようになったことである。第二に生産面で鋳型の製作の焼型法から
0生型法への転換，原料たる銑鉄の和銑より高炉銑への転換，送風方法の変化，
燃料の木炭からコークスヘの転換，製品の日用品鋳物より機械鋳物への転換な
どの非常に大きな変化があり，これに対応し得た産地のみが生一き残ったのであ
る。全国各地のかつての産地の大部分はこの転換を成し得ず衰退してしまった。
すなわちかつての御鋳物師の家の犬部分は転・廃業してしまったのである。そ
れでは明治時代に新たに鋳物業を興した人々はどのような人々であっ一たろうか。
鋳物工業のようた特殊杜技術を必要とする産業は全くの素人が経営することは
不可能である。それ故新たに鋳物業を興した人々は伝統的産地の御鋳物師の処
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で職人として働いていた人が大部分なのである。彼等は川口・大阪などで新し
い洋式の鋳物技術を習得して独立していったのである。それ以後大正時代およ　　　　・
び昭和年敵こ新たに鋳物業を始めた人々の大部分もこうした鋳物工場で働いて
いた職人層なのである。勿論御鋳物師の家の全てが転・廃業した訳ではない。
今日まで100年以上も鋳物業を継続している20位の企業の大部分は，江戸時代
の御鋳物師の流れをくむものである。他の大部分が減び去った中でこれらの企
業が何故に存続しえたのだろうか。このことは非常に興味深い事実である。新
しい変化に対応するための経営者の非常な努力も然ることながら，その聞幾度
か見舞われた不況を乗り切るためには，それらの企業はおそらくは土地を保有
していたり，その他の兼業を持っていたりして，不況に耐えうる何らかの経済
カを有していた企業に相違ないであろう。それなくしてはこの景気変動の激し
い業界において100年以上も生き続げることは不可能であったろう。勿論伝統
産地としての名声も大いに力があったに違いない。しかし伝統産地のかなりの
地域が衰退してしまったことから，その土地の持つ立地条件についても考える
必要があるだろう。
　鋳物工場の地理的分布は著しい特色がある。r全国鋳物工場名簿」からその
所在地をピックアヅプして見ると，北は北海道から南は鹿児島まで日本全国に
普遍的に分布している。6）しかしその反面埼玉県の481工場，愛知県の399工場・
犬阪府の228工場，東京都127工場，福岡県の130工場というように四大工業地
帯に著しい集積を示している。これに対して鹿児島県の5工場を最低とし工場
数10以下の県は，青森，宮城，秋田，千葉，奈良，鳥取，宮崎の8県にものぼ
るのである。これらの諸県は千葉県を除いて全て主要工業地帯から外れている
のである。千葉県に鋳物工場が少ないことは同県の工業化の時期が遅かったこ
とにより，既に大産地を形成していた埼玉県川口に近接しているため新たな鋳
物産地が形成され難かったのである。前記集積地の中でもさらに特定の都市に
集中している。すなわち川口市の452工場，大阪市の142工場，名古屋市の130
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工場という大集積地の他にも，工場数40以上の集積地は水沢（岩手），山形，
長岡，繭尾（愛知），碧南（愛知），桑名，金沢など7か所もあるのである。
　鋳物工場がこのように著しい地域的集中を示している原困は，先述したよう
にその製品が主として機械部品であるため，その需要先に近接していることが
要求されているからであ乱立地条件の一つに主要需要先との距離が30kmま
でとなっているのはこのことを示すものである。かくして鋳物工場は四大工業
地帯を中心とする太平洋岸ベルト地帯に著しい集積を示し，鋳物工場集積の上
位5県に50％以上集中している。この集積地の分析を行なって見ると，そこに
は幾つかの歴史的に異なった産地が見られる。すなわち東京，神奈川，静岡，愛
知，福岡は新興の機械鋳物産地であるが，埼玉，大阪などは伝統産地から機械
鋳物に転換した産地である。また岩手，山形，富山，広島，三重などは伝統産
地であり主要工業地帯から外れているため，現在も日用品の比重が高いのであ
る。このように今日の鋳物産地は歴史の異なる幾つかのタイプの産地が含まれ
ているのである。近年鋳物工場の既成工業地帯への集中は若干低下する傾向が
見られる。これは一つには既成工業地帯からの機械工業の流出があり，他方鋳
物工業自体でも公害問題解決のために流出する傾向がみられる。
おわりに
　先述したように鋳物工業には零細た企業が多いため近代化は非常に遅れてい
る。しかもその生産過程で銑鉄の溶解のためにコークスを使用し，その放出す
るガスや煤煙，熱，また鋳型用に鋳物砂を用いることからその粉塵，モーター
や機械などの騒音等々の公害を発生させている。かつてはこれらのことは鋳物
工場にとっては当然のことと考えられており，工場の隣りに住宅があることも
普通の状態であったのである。それが公害問題の昂まりにより，もはやかつて
のように何の対策も講ぜずに生産活動を行なうことは不可能となってきた。川
口などでは大型のキュポラに集塵装置を付けるように指導している。この対象
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となるものは30工場の40基の羽口断面積α5皿2以上のキュポラであり，すでに
18基に集塵装置の設置が終り，残りの22基についても進行中である。またこれ
以下の羽1］断面積0．3m2～O．5m雪のキュポラも県の公害防止条例の規制を受け
るため，これらのキュポラにも集塵装置の取り付けが義務づげられている。し
かし大型用の集塵装置は1基が1，000万円以上もするためその費用は鋳物工場
にとって犬変な負担である。もしこれが全ての鋳物工場に義務づげられるとし
たら，それは零細企業にとっては致命的問題である。そうなれぼ職人層が独立
してくることも困難となってくる。もう一つの重要な問題は労働力不足の問題
である。それは鋳物工場のような劣悪な労働条件の下では若年労働老を集める
ことは非常に困難になっている。そのため本年のような国内の活発な需要があ
るにもかかわらず，フル生産を行なってもその需要を満たしきれず，機械メー
カーの生産にもかなりの影響を与えている。この機会に鋳物メーカーは従来の
製品の形状に拘わらず重量kg当り何円という不合理な価格の決め方を改善さ
せたり，全般的な価格の引き上げに成功している。しかし今日のようた多数の
企業が存在している場合には，過当競争のため不況時にはまた価格の引き下げ
を要求されるであろう。それ故鋳物企業はこの好況時に力を貯えておかねばな
らない。労働力不足と公害間題が深亥一化しているため，川口その他の既成の産
地から鋳物工場が脱出していくばかりでなく，韓国などで合併企業を設立し，
鋳物生産を現地で行なってわが国に輸入しようという新しい動きも見られる。
これは鋳物工場は大手機械メーカーの工場に近接していたければならないとい
う従来の常識を覆すものであり，犬いに注目する必要がある。もっとも鋳物工
業は特殊なものを除けばそれほど高度の技術や関連産業を必要とする産業でも
ない。それ故ある意味では開発途上国に適した産業であるとも考えられ，将来
は単純なものなどは低開発諸国に取って代られるかも知れない。また国内的に
は代替化の頓向も無視しえない。これは銑鉄鋳物を鋼板溶接，鋼板プレス，ダ
イカスト，アルミ鋳物，プラスチックなどで代替しようというものである。し
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かしこれには技術的条件と価格上の条件の二つが備わって始めて行愈われうる
のであるが，今日のような鋳物不足の状態が続くと，この煩向がさらに促進さ
れる恐れがある。このような幾多の諸間題を解決するためには，わが国の鋳物
工業としては近代化を促進し，労働者一人当りの賛本装備率を高め，労働力不
足対策と公害対策を計っていかねぱならないが，それは適正生産規模の拡大を
必要とする。しかし今日のように多数の零細企業が大規模機械メーカーの下誇
的状態で存在している揚合，一企業にとって生産量を拡大することは極めて困
難であると言わざるをえない。このように考えてくるとわが国の鋳物工業の将
来は決して容易ではないのである。
　注
　1）　通産省重工業局編「銑鉄鋳物工業の実態と近代化の方向」一銑鉄鋳物工業実態
　　調査報告書一昭和40年。
　2）　目本鋳物工業会編「全国鋳物工場名簿」，昭和43年。
　3）　鋼材倶楽部編昭和47年度版「鉄鋼需要の動き」，昭和48年。
　4）注1，21pより転載。
　5）　昭和6年「工場統計表」。
　6）　詳Lくは拙稿r工業立地変動の一研究」，r早稲田商学」217号，昭和45年，参照。
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